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平 成 19 年 度 事 業 報 告 書

自 平成１９年 １月 １日

至 平成１９年１２月３１日

Ⅰ．事業活動の概況に関する事項

（概 況）

経済環境はアメリカのサブプライムローンの破綻から発した金融業界の混乱は全世界に波及

し、経済成長の足かせとなっているようです。日本では一部の大企業の繁栄が在る一方一般

国民の所得格差の拡大が問題となっております。

１９年度は食品業界の不祥事から端を発し、産業界の姿勢を問われる事件の数々が公になり、

それぞれの分野に対する社会一般の考え方が大きく変化した年だったと思います。

我々の業界にあっても不払い問題に続き、特に火災保険商品の質を充実させる活動が提起さ

れ、各保険種目全般に亙り、申込書ごとに、契約者に対する契約内容の趣旨徹底と確認を求

める契約確認書の取り付けの手続きが募集業務に新たに加わり大変な思いをされているもの

と思います。当組合にあっては、業界の情報の収集と教育事業を実施し、また、懸案であっ

た労働保険事務組合の適正化をするための活動を行いましたが、その方向付けも出来、次年

度からは正常な事業として推進できるようになりました。
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１．事業年度末日における主要な事業内容・当該事業年度における事業の経過及びその成果

（１） 会議開催の概要 ①理 事 会

開催
回数

開催年月日
及 び 場 所

出席
者数

議 事
議決の
結 果

１
19 年 1 月 23 日
｢組合会議室｣

6

① 労働保険事務組合業務経過
② 18 年度決算状況
③ 連合会報告
④ 平成１９年度の方針と予算の件

報 告
報 告
報 告
協 議

２
19 年 2 月 7 日
｢組合会議室｣

6
① 労働保険事務組合業務報告
② 連合会３月臨時総会案内
③ 通常総会資料最終確認

報 告
報 告
可 決

３
19 年 3 月 14 日
｢組合会議室｣

6

① 労働保険事務組合業務報告
② 連合会報告
③ 19 年度事業推進について
④ 協同組合の活用方法

報 告
報 告
可 決
協 議

４
19 年 4 月 11 日
｢組合会議室｣

5

① 労働保険事務組合業務報告
② 連合会報告
③ １９年度６月創立記念セミナーの件
④ 東京代協との交流について

報 告
報 告
可 決
協 議

５
19 年 5 月 9 日
｢組合会議室｣

5

① 労働保険事務組合業務報告
② 連合会報告
③ ６月セミナー内容役割分担
④ 東京代協との関係強化

報 告
報 告
可 決
協 議

６
19 年 6 月 6 日
｢組合会議室｣

6

① 労働保険事務組合業務報告
② 連合会報告
③ ６月セミナー最終確認
④ セミナー後の活用

報 告
協 議
報 告
協 議

７
19 年 7 月 4 日
｢組合会議室｣

6

① 労働保険事務組合業務報告
② 連合会報告
③ ６月セミナー成果と反省確認
④ 下期方針

報 告
可 決
協 議
協 議

８
19 年 8 月 1 日
｢組合会議室｣

5
① 労働保険事務組合業務報告
② 労働保険事務組合の今度の運営

報 告
協 議

９
19 年 9 月 12 日
｢組合会議室｣

6
① 労働保険事務組合報告
② 労働保険事務組合の今後の確認

協 議
可 決

10
19 年 10 月 17 日
｢組合会議室｣

6

① 労働保険事務組合業務内容報告
② 連合会報告
③ 労働保険事務組合の今後の確認
④ 専業代理店の今後

報 告
報 告
可 決
協 議

11
19 年 11 月 7 日
｢組合会議室｣

5
① 電興会との会談報告
② 連合会報告
③ 労働保険事務組合契約移管の件
④ 年末懇親会

報 告
報 告
可 決
可 決

12
19 年 12 月 5 日
｢組合会議室｣

5

① 職員待遇報告
② 連合会報告
③ 労働保険事務組合の確認
④ 懇親会の件

報 告
報 告
可 決
可 決
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②三役会・委員会

開 催 日 時 会 議 名 開 催 場 所
出 席
者 数

協 議 事 項

19 １ 10 三役会 組合事務所 4 新年度事業方針の検討

19 1 22 三役会 組合事務所 ３ 18 年度会計集計

19 1 30 三役会 組合事務所 ４ 決算準備

19 2 5 三役会 組合事務所 ４ 総会準備

19 3 8 三役会 組合事務所 4 総会反省会

19 4 6 三役会 組合事務所 ３ 労働保険事務組合運営について

19 4 25 委員会 高田馬場 4 セミナー講師依頼

19 5 8 三役会 組合事務所 4 理事会準備

19 6 5 委員会 組合事務所 ３ セミナー準備

19 6 15 委員会 組合事務所 4 設立記念最終確認

19 7 10 三役会 第一成和事務所 4 労働保険事務組合方針確認

19 8 5 三役会 組合事務所 3 建設労災管理組合協議

19 8 15 三役会 赤石保険事務所 ３ 労働保険事業運営について

19 9 11 三役会 組合事務所 ３ 理事会準備

19 10 11 三役会 組合事務所 3 理事会準備

19 10 15 三役会 赤石保険事務所 3 労働保険事務組合調整協議

19 10 23 三役会 第一成和事務所 3 電興会との協議

19 11 6 三役会 組合事務所 ４ 理事会準備

19 11 12 三役会 組合事務所 3 職員処遇協議

19 11 22 三役会 組合事務所 3 職員処遇条件提示

19 12 3 委員会 組合事務所 6 年末懇親会スケジュール調整

19 12 11 委員会 組合事務所 5 懇親会意見の整理
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（２）事 業 の 状 況

①共同受注のあっせんの事業

(イ) 組合員に対して財団法人東京都中小企業振興公社の貸与設備にかかわる情報の

提供

(ロ) 組合員に対して東京都福祉局子供家庭部・認可外保育施設にかかわる情報の提供

②金融事業

（イ） 商工組合中央金庫資金の転貸事業 該当 なし

（ロ） 情報機器導入に関する融資 該当 なし

（ハ） 東京シティ・ファイナンス提携融資 該当 なし

③組合員の教育、経営改善向上のための事業

＜連合会共同主催セミナー＞

『日米の保険動向』

日 時 平成１９年３月１０日（土） 15：00～17：30

場 所 オフィス東京 Ｄ会議室

＜創立 25 周年セミナー＞

『法律と委託契約から見た保険代理店の独立性と営業権』

日 時 平成 19 年 6 月１６日（土） 15：00～17：30

場 所 新宿ワシントンホテル新館

＜勉強会の開催＞

『これからの保険代理業協同組合』

－保険会社業務改革と代理店業務－

日 時 平成１９年１２月８日（水） 17：00～20：00

場 所 銀座 時事通信ビル うかい亭

④労働保険事務組合の事業

組合員の労働保険事務の受託 ９事業場

⑤組合員に事業活動をより促進するための販売促進事業

特になし

⑥組合員及びその従業員の福利厚生に関する事業

共同購買事業

営業用資材等の共同購買

年間を通じ、組合員の使用する営業用資材及び物品の共同購入及びあっせん事業

（特約先 三越本店、(株)長島印刷所、(株)式典、その他）

２．増資及び資金の借入れその他の資金調達の状況

特になし

３．設備投資の状況

特になし

４．業務提携等重要事項の概要
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特になし

５．直前３事業年度の財産及び損益の状況

項 目 前期 前前期 前前前期

資産合計 ４，６８２，８０３ ５，５１４，５０６ ６，６８０，０４３

純資産合計 ４，１７５，０７０ ４，９２４，９７３ ４，８０９，１５４

事業収益合計 ７，９５０，１９６ ９，５９６，９８８ １０，２２８，１７２

当期純利益額 －５４９，９６３ １１５，８１９ ２，４１５，２０５

６．対処すべき重要な事項・組合の現況に関する重要な事項

労働保険事務組合事業の中で、組合員外加入者の整理を次期に実施することで、主要な事業

収益が減少する予定である。

組合員数の増加を図り組合活動を活性化させる。
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Ⅱ．運営組織の状況に関する事項

１．前事業年度における総会の開催状況

第２６回通常総会

① 期 日 平成１９年２月２２日

② 場 所 新宿区西新宿７－３－１ 三光ホール 第３会議室

③ 出席組合員数 １７名

④ 議案及び議決の内容

第 1 号議案 平成１８年度事業報告並びに決算関係書類承認の件

(原案どおり可決)

第２号議案 平成１９年度における事業計画、収支予算並びに経費の

賦課及び徴収方法決定の件

(原案どおり可決)

第３号議案 平成１９年度 借入金残高の最高限度決定の件

（原案どおり可決）

第４号議案 １組合員に対する貸付金残高の最高限度決定の件

（原案どおり可決）

第５号議案 手数料及び貸付利息の最高限度決定の件

(原案どおり可決)

第６号議案 役員報酬決定の件

（原案通り可決）

２．組合員数及び出資口数の増減 （出資 1 口の金額・１万円）

期間中移動

前度末現在

加入(増資) 脱退(減資)

本年度末現在摘要

出資
口数別

組合
員数

出資
口数

組合
員数

出資
口数

組合
員数

出資
口数

組合
員数

出資
口数

２０口 １７ ３４０ ０ ０ ０ ０ １７ ３４０

３．役員に関する事項

（１）役員の氏名及び職制上の地位及び担当

理 事 長 井 村 収一朗 総理統括

副理事長 八 代 元 行 総理補佐・経理担当

副理事長 寺 田 和 正 総理補佐・情報交換支援事業担当

専務理事 泉 秀 樹 総務担当

理 事 竹 内 美千代 教育広報事業担当

理 事 大 塚 宏 治 福利厚生事業担当
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（２）兼務役員についての重要な事実

井 村 収一朗 井村興産株式会社 代表取締役

八 代 元 行 株式会社第一成和事務所 代表取締役

寺 田 和 正 株式会社光永 代表取締役

泉 秀 樹 有限会社牧田商会 取締役社長

竹 内 美千代 有限会社プラネット三友 代表取締役

大 塚 宏 治 大英商事株式会社 代表取締役

（３）辞任した役員の氏名

なし

４．職員の状況及び業務運営組織図

前期末 当期増加 当期減少 当期末
人 数 １ 0 0 1
平均年齢 34 35

平均勤続年数 3 4

５．施設の設置状況

主たる事務所

東京都新宿区西新宿７－５－５ プラザ西新宿４０８号

６．組合の運営組織の状況に関する重要な事項

特になし

Ⅲ．その他組合の状況に関する重要な事項

特になし


